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㈱ほくおうサービス及びグループ各社の自己破産に伴う大量離職者の発生に対する対応について 

 
－地域大量雇用変動等対策本部の設置等－ 

 

北海道労働局（局長 引地 睦夫）は、㈱ほくおうサービス及びグループ各社の自己破産に伴う大量離職

者の発生を受け、平成２９年１０月１３日「北海道労働局大量雇用変動等対策本部員会議」を開催し、こ

れに伴う離職予定者に対して、「地域大量雇用変動等対策本部」の設置など次の対策を講じることとした

ので、お知らせします。 
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１ 地域大量雇用変動等対策本部の設置 

関連施設所在地を管轄する札幌公共職業安定所、札幌東公共職業安定所、札幌北公共職業安定 

所と札幌中央労働基準監督署、札幌東労働基準監督署が一体となった「札幌地域大量雇用変動等対

策本部」（事務局 札幌公共職業安定所）を、旭川公共職業安定所と旭川労働基準監督署が一体と

なった「旭川地域大量雇用変動等対策本部」（事務局 旭川公共職業安定所）を、帯広公共職業安

定所と帯広労働基準監督署が一体となった「帯広地域大量雇用変動等対策本部」（事務局 帯広公

共職業安定所）を設置します。（平成２９年１０月１３日） 

 

２ ㈱ほくおうサービス及びグループ各社からの離職者について 

 （１）離職予定日  平成２９年１０月中 

 （２）離職者数   ２４０名程度 

 

３ 今後の支援対策について 

（１） 総合相談会の実施 

（２） 「再就職支援窓口・労働相談窓口」の設置 

（３） 求人情報、職業訓練、セミナー等各種雇用関連情報の提供 

（３） 労働基準関係法令の履行確保 

（４） 各種助成金を活用した再就職等の促進 

（５） 求人要請・求人開拓の実施 

 

 

４ 上記１地域以外での支援対策 

函館、滝川地域においても、関連施設からの離職者が発生することも懸念されることから、各管

轄の公共職業安定所及び労働基準監督署に「臨時相談窓口」を開設し、離職された求職者への支援

を行うこととしています。 

 

厚生労働省北海道労働局 

平成２９年１０月１３日 


